
(1)　利子所得等の課税状況

支 払 金 額 源 泉 徴 収 税 額
障害者等非課税・
財形貯蓄非課税分
支 払 金 額

その他非課税分等
支 払 金 額

支 払 金 額 源 泉 徴 収 税 額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

1,217,232 184,020 253,349 21,241,661 22,712,243 184,020

11,124,299 1,702,964 78,559 14,374,219 25,577,078 1,702,964

銀 行 預 金 129,457,136 19,792,705 623,869 3,021,137 133,102,142 19,792,705

銀行以外の金融機関の預金 42,725,320 6,522,102 333,838 20,303,001 63,362,159 6,522,102

その他勤務先預金等の利子 8,522,486 1,309,319 10,821 37,625 8,570,933 1,309,319

81,293 11,099 3,605 501 85,399 11,099

248,074 34,179 347 20,121 268,542 34,179

6,531,100 1,000,045 255,488 7,227,225 14,013,812 1,000,045

199,906,940 30,556,432 1,559,877 66,225,490 267,692,307 30,556,432

5,739,843 879,057 － 174,249 5,914,092 879,057

224,887 35,674 － － 224,887 35,674

50,872 8,726 － － 50,872 8,726

205,922,542 31,479,889 1,559,877 66,399,739 273,882,158 31,479,889

（注）１　「障害者等非課税・財形貯蓄非課税分」は、所得税法第10条（障害者等の少額預金の利子所得等の非課税）、租税特別措置法第４条（障害者等

　　　　の少額公債の利子の非課税）、第４条の２（勤労者財産形成住宅貯蓄の利子所得等の非課税）及び第４条の３(勤労者財産形成年金貯蓄の利子所

　　　　得等の非課税)に規定する非課税分である。

　　　２　「その他非課税分等」は、所得税法第11条（公共法人等及び公益信託等に係る非課税）、租税特別措置法第５条（納税準備預金の利子の非課

　　　　税）及び第８条（金融機関等の受ける利子所得等に対する源泉徴収の不適用）等に規定する非課税分のほか、租税特別措置法第９条の３の２第１

　　　　項に規定する支払の取扱者を通じて支払われたものも含まれている。

　　　３　「課税分」には、個人のほか、法人の受取分も含まれている。

　　　４　「特定公社債等の利子等（源泉徴収義務特例分）」は、租税特別措置法第９条の３の２の規定による、支払の取扱者が所得の支払者に代わって

　　　　源泉徴収を行い、国に納付する特例分である。

　　　５　「割引債の償還差益」の「支払金額」及び「源泉徴収税額」は、租税特別措置法第41条の12（償還差益等に係る分離課税等）及び第41条の

　　　　12の２（割引債の差益金額に係る源泉徴収等の特例）に規定する課税分であり、個人のほか、法人の受取分も含まれている。

小　　　　　計

３－３　所得種類別課税状況

区　　　　　分

課　　税　　分 非　課　税　分　等 合　　　　　計

公 債

定 期 積 金 の 給 付 補 て ん 金 等

匿名組合契約等に基づく利益の
分 配 、 生 命 保 険 等 の 差 益

割 引 債 の 償 還 差 益

計

調査対象等：　この表は、平成30年２月から平成31年１月までに利子等の支払者から提出された「利子等の所得税徴収高計算書」等に基づいて作成した。

社 債

預貯金

合 同 運 用 信 託 の 収 益 の 分 配

公社債投資信託の収益の分配等

特 定 公 社 債 等 の 利 子 等
（ 源 泉 徴 収 義 務 特 例 分 ）
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(2)　配当所得の課税状況

非 課 税 分 等

支 払 金 額 源 泉 徴 収 税 額 支 払 金 額 支 払 金 額 源 泉 徴 収 税 額

千円 千円 千円 千円 千円

剰余金又は利益の配当、剰余金の分
配、基金利息の分配、特定投資法人の
投資口の配当等

1,499,755,876 271,331,222 759,582,466 2,259,338,342 271,331,222

2,317,057 353,861 2,885,153 5,202,210 353,861

源泉徴収選択口座内配当等 122,552,447 18,751,796 － 122,552,447 18,751,796

計 1,624,625,380 290,436,879 762,467,619 2,387,092,999 290,436,879

（注）１　「非課税分等」は、所得税法第11条（公共法人等及び公益信託等に係る非課税）に規定する非課税分のほか、租

　　　　税特別措置法第９条の３の２第１項に規定する上場株式等の配当等で国内における支払の取扱者を通じて支払われ

　　　　たもの、租税特別措置法第９条の８（非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得の非課税）及び租税特別措置

　　　　法第９条の９（未成年者口座内の少額上場株式等に係る配当所得の非課税）に規定する非課税分である。

　　　２　「課税分」には、個人のほか法人の受取分も含まれている。

　　　　　　において契約不履行等事由が生じた場合の所得税徴収高計算書」等に基づいて作成した。

区　　　　　分
課 税 分 合 計

投資信託（公社債投資信託及び公募公
社債等運用投資信託を除く。）及び特
定受益証券発行信託の収益の分配等

調査対象等：　この表は、平成30年２月から平成31年１月までに配当等の支払者から提出された「配当等の所得税徴収高計

　　　　　　算書」及び「上場株式等の源泉徴収選択口座内調整所得金額及び源泉徴収選択口座内配当等・未成年者口座等
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(3)　特定口座内保管上場株式等の譲渡所得等の課税状況

千円 千円

源 泉 徴 収 選 択 口 座 内 保 管
上 場 株 式 等 の 譲 渡 所 得 等

211,519,013 32,342,312

調査対象等：　平成30年２月から平成31年１月までに上場株式等の譲渡の対価の支払者から提出された
　　　　　　「上場株式等の源泉徴収選択口座内調整所得金額及び源泉徴収選択口座内配当等・未成年
　　　　　　者口座等において契約不履行等事由が生じた場合の所得税徴収高計算書」に基づいて作成
            した。

区　　　　　　　分
源泉徴収選択口座内
調 整 所 得 金 額 等

源　泉　徴　収　税　額
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(4)　給与所得及び退職所得の課税状況

支 払 金 額 源 泉 徴 収 税 額 支 払 金 額 源 泉 徴 収 税 額 支 払 金 額 源 泉 徴 収 税 額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

俸 給 ・ 給 料 ・ 賞 与 2,965,814,475 111,906,765 29,357,770,112 1,071,898,903 32,323,584,587 1,183,805,668

日 雇 労 働 者 の 賃 金 3,957,453 63,376 77,752,966 1,480,515 81,710,419 1,543,892

計 2,969,771,928 111,970,142 29,435,523,078 1,073,379,418 32,405,295,006 1,185,349,560

156,662,487 1,347,176 512,057,433 20,037,928 668,719,920 21,385,104

－ － － 72,799 － 72,799

調査対象等：　給与等の支払者から平成31年４月30日までに提出された「法定調書合計表（給与所得の源泉徴収票、退職所得の源泉徴収票）」及び平
　　　　　　成30年２月から平成31年１月までに提出された「給与所得・退職所得等の所得税徴収高計算書」に基づいて作成した。
用語の説明：１　「官公庁」とは、政府機関、地方公共団体及びこれらの関係機関（所得税法別表第一に掲げる法人等のうち、公社、公団、公
　　　　　　　庫、事業団、日本政策金融公庫、国立大学法人等、国・地方公共団体が全額出資しているもの及び行政執行法人をいう。）を集計した
　　　　　　　ものである。
　　　　　　２　「法定調書」とは、所得税法の規定により税務署長に対して、その提出を義務付けられている書類をいい、原則として翌年１月31日
　　　　　　　までに提出することとなっている。法定調書の種類は多数にのぼっており、例えば①利子等の支払調書、②配当、剰余金の分配及び基
　　　　　　　金利息の支払調書、③報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書、④給与所得の源泉徴収票、⑤非居住者に支払われる給与、給付及び役
　　　　　　　務の報酬の支払調書がある。
　　　　　　３　「徴収猶予」とは、通常の法定納期限に徴収しないで、一定の期間徴収手続を猶予することをいう。したがって、一定の期間、納期
　　　　　　　限を延長する、いわゆる延納制度とは異なるものである。

災害減免法により徴収猶予したもの

給 与 所 得

区　　　　　分
官 公 庁 そ の 他 合 計

退 職 所 得
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(5)　報酬・料金等の課税状況

千円 千円

原 稿 料 、 作 曲 料 、 放 送 謝 金 、 講 演
料 等 の 報 酬 又 は 料 金

26,380,587 4,609,632

弁 護 士 、 税 理 士 等 の 報 酬 又 は 料 金 171,566,546 24,898,201

診 療 報 酬 78,591 6,962

職 業 野 球 の 選 手 、 騎 手 、 外 交
員 等 の 報 酬 又 は 料 金

141,451,896 7,956,966

芸 能 等 に つ い て の 出 演 ・ 演 出 等 の
報 酬 又 は 料 金

7,941,279 1,032,720

バ ー 、 キ ャ バ レ ー の ホ ス テ ス 等
の 報 酬 又 は 料 金

54,961,341 3,055,983

契 約 金 ・ 賞 金 5,405,286 535,025

　小　　　　　　　　　計　 407,785,527 42,095,490

271,260,142 3,705,473

404,962,864 3,331,295

829,588 5,540

1,084,838,121 49,137,798

－ 11,112

調査対象等：　報酬・料金等の支払者から、平成31年４月30日までに提出された「法定調書の合計表

　　　　　　（報酬・料金・契約金及び賞金の支払調書）」及び平成30年２月から平成31年１月まで

　　　　　　に提出された「報酬・料金等の所得税徴収高計算書」等に基づいて作成した。

計

法 第 203 条 の ２ 該 当 （ 公 的 年 金 等 ）

源泉徴収税額支 払 金 額

災 害 減 免 法 に よ り 徴 収 猶 予 し た も の

区　　　　　　　　　　分

法 第 174 条 該 当 （ 馬 主 が 受 け る 競 馬 の 賞 金 等 ）

法 第 207 条 該 当 （ 生 命 保 険 契 約 等 に 基 づ く 年 金 ）

法
　
第
2
0
4
条
　
該
当
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(6)　非居住者等所得の課税状況

千円 千円

公 社 債 ・ 預 貯 金 の 利 子 等 78,655 10,347

剰余金又は利益の配当、特定投資法人の投資口の配当等、投資信
託（公社債投資信託及び公募公社債等運用投資信託を除く。）及
び 特 定 受 益 証 券 発 行 信 託 の 収 益 の 分 配

14,787,590 1,192,767

匿 名 組 合 契 約 に 基 づ く 利 益 の 分 配 - -

給 与 ・ 賞 与 等 36,190,348 3,783,012

退 職 所 得 1,138,335 179,238

役 務 の 報 酬 129,101 18,324

工 業 所 有 権 そ の 他 の 技 術 に 関 す る 権 利 等 の 使 用 料
又 は そ の 譲 渡 に よ る 対 価

7,574,067 712,644

著 作 権 の 使 用 料 又 は そ の 譲 渡 に よ る 対 価 2,251,125 249,177

貸 付 金 の 利 子 3,055,406 439,997

不 動 産 、 採 石 権 の 貸 付 、 租 鉱 権 の 設 定 又 は 航 空 機 、
船 舶 の 貸 付 に よ る 所 得

2,586,066 448,398

機 械 等 の 使 用 料 - -

土 地 等 の 譲 渡 に よ る 対 価 2,572,848 285,375

人 的 役 務 提 供 事 業 の 対 価 13,255,763 1,756,725

生 命 保 険 契 約 等 に 基 づ く 年 金 2,025 368

賞 金 87,851 17,939

合　　　　　計 83,709,180 9,094,312

調査対象等：　平成30年2月から平成31年１月までに非居住者等の給与等の支払者から提出された「非居住者・外国法人の

　　　　　　所得についての所得税徴収高計算書」に基づいて作成した。

源 泉 徴 収 税 額区　　　　　分 支 払 金 額
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